
 
 

高島市監査委員告示第５号 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項の規定に基づき、財政援

助団体等の監査を執行したので、同条第９項の規定により、その結果に関する報告を

次のとおり公表する。 

 

  令和８年８月２８日 

 

高島市監査委員 日爪 泰則 

高島市監査委員 髙木 広和 
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財政援助団体等の監査結果に関する報告書 

 

第１ 監査の対象団体 

   名  称  公益社団法人高島市シルバー人材センター 

   代 表 者  理事長 北村 政司（R8.5/28～ 谷口 浩志） 

   所 在 地  高島市勝野２１５番地 

所管部局  健康福祉部高齢者支援課 

 

第２ 監査期間 

  令和８年４月７日から令和８年８月２８日まで（監査実施日：令和８年６月１０日） 

 

第３ 監査の範囲 

監査対象団体が、令和６年度および令和７年度において執行した補助金等に係る出納

その他事務 

 

第４ 監査の主な着眼点 

  （所管部局関係） 

・補助金の決定は法令等に適合しているか。 

・補助金の交付目的および補助金対象事業の内容は明確か。また、公益上の必要

性は十分か。 

・補助金の額の算定、交付方法、時期、手続等は適正か。 

・補助金の効果および条件の履行の確認は、実績報告書等によりなされているか。 

・補助金の交付団体への指導監督は適切に行われているか。 

・補助金の交付目的や効果等から判断して、統合、廃止等の見直しをする必要の

あるものはないか。 

 

（団体関係） 

・事業計画書、予算書および決算諸表等と所管部局へ提出した補助金の交付申請

書、実績報告書等は符合するか。 

・補助金等交付申請書の提出および補助金の請求、受領は適時に行われているか。 

・事業は、計画および交付条件に従って実施され、十分効果が上げられているか。

また、補助金が補助対象事業以外に流用されていないか。 

・出納関係帳票の整備、記帳は適正か。また、領収書等の証拠書類の整備、保存

は適切か。 

・補助金に係る収支の会計経理は適正か。また、会計処理上の責任体制は確立されて

いるか。 
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第５ 監査の方法 

  補助金に係る出納その他事務の執行が、法令等に従い、適正かつ効率的に執行されて

いるかについて、着眼点に基づき監査を実施するため、事前に関係書類の提出を求め、

関係諸帳簿および書類等を照合確認するとともに、監査対象団体の施設に出向き、監査

対象団体職員および所管部局職員から説明を聴取して実施した。 

 

第６ 団体の概要 

１ 事業の目的（「公益社団法人高島市シルバー人材センター」定款より抜粋） 

高年齢者の希望に応じた就業で、臨時的かつ短期的なものまたはその他の軽易な業

務に係る就業の機会を確保し、およびこれらの者に対して組織的に提供すること等に

より、その就業を援助して、これらの者の生きがいの充実、社会参加の推進を図るこ

とにより、高年齢者の能力を活かした活力ある地域社会づくりに寄与すること。 

 

２ 組織 

  役員 １８人（理事長１人、副理事長１人、常務理事１人、理事１３人、監事２人） 

  職員  ６人 

 

３ 会員等 

   正 会 員   ３７６人 

   プラチナ会員(※)  ６９人 

※加齢等により就業が困難となった会員が、引き続き籍を置いて就業以外の事業（スマホ教室等）に参加できる制度。 

 

４ 事業の概要（「公益社団法人高島市シルバー人材センター」定款より抜粋） 

 ①臨時的かつ短期的な就業（雇用によるものを除く。）またはその他の軽易な業務に係

る就業（雇用によるものを除く。）を希望する高年齢者のために、これらの就業の機会

を確保し、および組織的に提供すること。 

②臨時的かつ短期的な雇用による就業またはその他の軽易な業務に係る就業（雇用に

よるものに限る。）を希望する高年齢者のために、職業紹介事業又は労働者派遣事業を

行うこと。なお、滋賀県知事が「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和４６

年法律第６８号）」第３９条に係る指定を行った場合は、本号中「軽易な業務」とある

のは「軽易な業務若しくはその能力を活用して行う業務」とする。 

③高年齢者に対し、臨時的かつ短期的な就業およびその他の軽易な業務に係る就業に

必要な知識および技能の付与を目的とした講習を行うこと。 

④前３号に掲げるもののほか、高年齢退職者のための臨時的かつ短期的な就業および

その他の軽易な業務に係る就業を通じて、高年齢者の生きがいの充実および社会参加

の推進を図るために必要な事業を行うこと。 
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第７ 団体に対して支出した補助金等 

 令和６年度および令和７年度において、市が団体に対して支出した補助金は次のとおり

である。 

 １ 補助金等 

【令和６年度】 事業費 対象外経費 補助対象額 国県等補助金 市補助金 

高島市高年齢者労働能力

活用事業費補助金 
139,188,700 0 139,188,700 13,280,000 13,280,000 

高島市訪問型サービスＢ

事業補助金 
231,000 0 231,000 ― 198,000 

【令和７年度】 事業費 対象外経費 補助対象額 国県等補助金 市補助金 

高島市高年齢者労働能力

活用事業費補助金 
128,735,654 0 128,735,654 12,674,000 12,674,000 

高島市訪問型サービスＢ

事業補助金 
200,200 0 200,200 ― 171,600 

 

２ 補助金支出の根拠 

 ・地方自治法第２３２条の２ 

「普通地方公共団体は、その公益上必要がある場合においては、寄附又は補助をすることができる。」 

・【国】高年齢者就業機会確保事業費等補助金（シルバー人材センター事業分）及び雇用 

開発支援事業費等補助金（シルバー人材センター事業分）交付要綱 

・【国】高年齢者就業機会確保事業（シルバー人材センター事業）執行方針 

・【市】高島市補助金等交付規則 

・【市】高島市高年齢者労働能力活用事業費補助金交付要綱 

・【市】高島市訪問型サービスＢ事業補助金交付要綱 

 

第８ 監査の結果 

 監査の結果、補助金に係る出納その他の事務について、以下の事項を除き、概ね適正

に行われているものと認められた。以下の事項については、改善が必要と考えられるの

で、適切な措置を講じられたい。 

また、改善等の措置を講じたときは、地方自治法第１９９条第１４項の規定に基づき、

その旨を通知されたい。 

 

○ 所管部局関係 

１ 交付申請および実績報告の添付書類について（注意事項） 

  高島市高年齢者労働能力活用事業費補助金交付要綱において、「経費配分計画書」およ

び「経費配分決算書」を添付することを定めているが、当該調書が添付されていない。

団体から提出された別の書類で、対象経費区分等の審査を行ったことを確認しているが、

当該調書は、他市町では要綱で様式が示されている例もあるため、今後は団体に対し当

該調書の添付を求めるか、必要に応じて交付要綱の改正を行う等の対応を検討されたい。 


